
令和５年度当初予算　復活見積調書（部長）　 まちづくり協働部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

1 まちづくり協働課
コミュニティ活動推進
費

コミュニティハウス整備
事業補助金（玄甫町内
会分）

玄甫集会所は、昭和５６年に設置され築
４１年が経過し老朽化が進むとともに、町
内会の世帯数は、当時と比べ約２．４倍
の２４０世帯が加入しており、既存の集会
所は狭隘であることから、運営上支障を
きたしています。
移転新築することにより、町内会集会所
の環境改善を図り、また、その費用の一
部を補助することにより、町内会の運営
を支援します。

・９月　補助金交付決定
・２月　額の確定

20,479 12,019 12,019 7,789 8,460 0 4,230 0 0 4,230 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

2 まちづくり協働課 市民活動推進費
市民参加啓発事業補
助金

草津コミュニティ支援センターにおいて市
民活動に関する講座を実施し、市民活動
の活性化を図ります。また、コミュニティ
支援センターを活動拠点とする活動団体
を増やし、センター運営の安定化を図り
ます。

・4月　　　　   補助金交付決定
・４月～３月　講座実施
・３月　　　　　額の確定

403 403 320 320 83 0 0 0 0 83 83 0 0 0 0 83

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

3 まちづくり協働課
地域まちづくりセン
ター整備費

笠縫東まちづくりセン
ター

建築後、相当年数が経過し、施設自体の
老朽化が進んでいる笠縫東まちづくりセ
ンターの改築を進めます。
笠縫東まちづくり協議会から、現センター
敷地に隣接する用地（田：実測面積約
1,000㎡）を同協議会の費用負担により取
得します。

・4月：負担付寄附契約
　　　　  ⇒寄附金の納付
　　　　  ⇒土地売買契約
　　　　設計業務

50,224 17,824 0 0 53,513 0 0 16,400 15,000 22,113 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

4 まちづくり協働課
地域まちづくりセン
ター整備費

山田まちづくりセンター

建築後、相当年数が経過し、施設自体の
老朽化が進んでいる山田まちづくりセン
ターについて、北山田五条・山田地区計
画決定区域への移転整備を進めます。
当該事業は、地区計画区域内の開発状
況に合わせて推進しており、整備に必要
となる基本設計業務の費用を確保し取組
を進めます。

・１０月～２月：解体および基本設計
・１月～２月：センター用地(新・旧)
不動産鑑定

30,878 15,778 0 0 14,644 0 0 0 0 14,644 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

5 まちづくり協働課
市民総合交流セン
ター管理運営費

協働ひろば管理運営
費

協働ひろばの情報発信機能を強化すると
ともに、同ひろばの機能やイベント等の情
報を発信することで、活性化を図り、市民
活動の推進に繋げます。また、協働ひろ
ばの維持管理を委託業務として発注する
ことで、事務の効率化を図ります。

・４月　　　　   協働契約締結
・４月～３月　管理・運営

127 22 0 0 127 0 0 0 105 22 127 0 0 0 0 127

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

6 生活安心課 環境衛生推進費
草津駅西口マナース
ペース整備工事

本市では、平成２０年に「草津市路上喫
煙の防止に関する条例」を施行し、同年１
２月にＪＲ草津駅および南草津駅周辺を
路上喫煙禁止区域に指定するとともに、
当該禁止区域内の路上での喫煙禁止の
徹底および喫煙者のマナー向上への啓
発拠点とするため、喫煙所を設置しまし
た。その後、平成３０年の健康増進法の
改正を受け、令和２年度に草津駅東口お
よび南草津駅東口・西口に閉鎖型喫煙所
の整備を行いました。草津駅西口につい
ては、喫煙所設置の適地がなく、スペー
スの確保が困難であったことから、建替
予定である草津駅西口自転車駐車場に
併設して閉鎖型喫煙所の整備を行いま
す。

令和５～６年度
草津駅西口マナースペース整備工
事

4,500 300 0 0 4,500 2,200 0 2,000 0 300 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

7 生活安心課
草津栗東行政事務組
合負担金

草津栗東行政事務組
合負担金

草津市と栗東市を構成市として、令和４
年１０月１日に設立した草津栗東行政事
務組合において、新たな火葬場の設置お
よび管理運営に向けた取組を実施されて
いることから、取組が円滑に推進される
よう、栗東市と連携して取り組んでまいり
ます。

令和５年度
火葬場整備基本計画策定業務（令
和４年度からの継続事業）
環境影響調査業務（令和４年度か
らの継続事業）　など

92,752 92,752 0 0 92,614 0 0 0 0 92,614 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。
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8 市民課
戸籍住民基本台帳事
務管理費

読み仮名法制化対応
業務

　令和３年１２月２４日に閣議決定された
デジタル社会の実現に向けた重点計画
の中で、戸籍における氏名の読み仮名
（平仮名又は片仮名）の法制化に向けた
作業をすすめ、令和６年度を目途に実現
を図ることとされました。現在、戸籍法に
は氏名の読み仮名の表記に関して規定
はないため、戸籍において登録・公証さ
れていませんが、戸籍情報・附票システ
ムの改修をすることで登録・公証が可能
となります。読み仮名を法制化し官民手
続きにおいて利用可能とすることで、氏
名の読み仮名が個人を特定する情報の
一部であるということを明確にし、情報シ
ステムにおける検索及び管理等の能率、
各種サービスの質を向上させることがで
きます。

令和5年度  戸籍情報・附票システ
　　　　　　　ム改修
　４月～　５月　　国への補助金
        　　　　　　  申請
　６月～　７月　　おうみ自治体クラ
　　　　　　　　　　ウド契約締結
　８月～　９月　　改修業者との調
　　　　　　　　　　整
１０月～１２月　戸籍情報・附票
　　　　　　　　　　 システム改修
令和5～6年度 　氏名を読み仮名
　　　　　　　　　　で表記したものの
　　　　　　　　　　収集作業
令和6年度～　　本格運用
　　　　　　　　　　（詳細は未定）

93,969 93,969 0 0 4,818 4,818 0 0 0 0 4,818 4,818 0 0 0 0

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

9 市民課
戸籍住民基本台帳事
務管理費

マイナンバーカード申
請サポート推進事業

自宅に出張訪問する形で、マイナンバー
カードの申請を受け、希望者にはカード
受け取りの際、自宅から市役所までの送
迎を行うことで、市役所窓口等への来庁
が難しい方の申請を促します。
　また、まちづくりセンターや町内会単位
での集合形式での申請受付を積極的に
行い、マイナンバーカードの取得者の増
加につなげます。

令和5年4月～7月　　契約準備

令和5年8月～令和6年1月（6か月）
自宅訪問型申請サポート、まちづく
りセンター等での申請サポート実施

0 0 0 0 13,650 13,650 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

部合計 293,332 233,067 12,339 8,109 192,409 20,668 4,230 18,400 15,105 134,006 5,028 4,818 0 0 0 210


